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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１のアンテナ、該第１のアンテナは下記を備える；
第１のアンテナの第１給電部分の基板の第１の側面に置かれた第１の給電ネットワークを
有する第１のアンテナ部分と、
前記基板の第２の側面に置かれ、前記給電ネットワークと対向する第１の接地平面と、お
よび
前記基板の前記第１の側面に置かれ、前記給電ネットワークから伸びる第１組の１つ以上
の放射器；
第２のアンテナ、該第２のアンテナは下記を具備する；
第２給電部分の前記基板の前記第２の側面に置かれた第２の給電ネットワークを有する第
２のアンテナ部分と、
前記第２の給電ネットワークに対向する前記基板の前記第１の側面に置かれた第２の接地
平面と、
前記基板の前記第２の側面に置かれ、前記給電ネットワークから伸びる第２組の１つ以上
の放射器；および
前記第２のアンテナの軸に沿って前記第２のアンテナの前記放射器から流れる電流用の通
路を提供し、それによって軸に垂直な方向に放射されるエネルギーを増大させるための手
段と；
ここにおいて、前記第１の給電ネットワークはアンテナの前記第１給電部分に置かれた第
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１組の１つ以上のトレースと、前記第１のアンテナ部分の放射器部分に置かれた第２組の
１つ以上のトレースとを具備し、前記第２の給電ネットワークは、前記第２給電部分に置
かれた第３組の１つ以上のトレースと、前記第２のアンテナ部分の放射器部分に置かれた
第４組の１つ以上のトレースとを具備する、
を備えるデュアルバンドヘリカルアンテナ。
【請求項２】
前記第１のアンテナ部分の前記放射器部分に置かれた前記第２組の１つ以上のトレースが
、前記第１の給電ネットワークから所定の距離にある前記複数の放射器に給電するよう構
成されている、請求項１に記載のアンテナ。
【請求項３】
前記放射器が、各々接地トレースを含んで構成され、
前記第１および第２の放射器部分に置かれた前記第１および第２の給電ネットワークの前
記第１および第２組の１つ以上のトレースが前記接地トレースに対向して前記基板の表面
に置かれる、請求項１または２に記載のアンテナ。

【発明の詳細な説明】
発明の背景
Ｉ．発明の分野
本発明はアンテナおよびアンテナ用の給電（feed）ネットワークに関する。より詳細には
、本発明は給電ネットワークの一部がアンテナの放射器と一致する領域に設けられている
、給電ネットワークを備えたヘリカル（helical）アンテナに関する。
ＩＩ．関連技術の説明
現在のパーソナル通信装置は、多数の移動及び携帯アプリケーションにおいて広範囲に使
用されている。伝統的な移動アプリケーションでは、例えば移動電話等の通信装置のサイ
ズを最小にしたいという希望が適度のレベルの小型化をもたらしている。しかしながら、
携帯用の手で保持するタイプのアプリケーションが人気を得るにつれて、より小さな装置
に対する需要が劇的に増大している。プロセッサ技術、バッテリ技術および通信技術にお
ける最近の開発により、過去数年の間に携帯装置のサイズと重量が劇的に減少した。
サイズの減少が望まれる１つの領域は装置のアンテナである。アンテナのサイズと重量が
通信装置の小型化において重要な役割を果たす。アンテナの全体のサイズが装置本体のサ
イズに影響を及ぼす。小さな直径と短い長さのアンテナにより、本体サイズと共に装置全
体のサイズを小さくすることができる。
装置のサイズが、携帯用のアプリケーション用のアンテナを設計する際に考慮しなければ
ならない唯一の要素ではない。アンテナを設計する際に考慮すべき別の要素は、通常の操
作の間に、アンテナに対するユーザの頭付近から生じる減衰及び／又は妨害の影響である
。さらに別の要素は、例えば、所望の放射パターン、動作周波数等の、通信リンクの特徴
である。
衛星通信システムに広範囲の利用を見い出したアンテナは、ヘリカルアンテナである。衛
星通信システムにおけるヘリカルアンテナの人気の理由の１つは、このようなシステムに
おいて使用される円偏波を作り出し、そして受信できることである。それに加えて、ヘリ
カルアンテナはほぼ半球である放射パターンを作り出すことができ、ヘリカルアンテナは
特に移動衛星通信システムおよび衛星ナビゲーションシステムのアプリケーションに適し
ている。
従来のヘリカルアンテナは、アンテナの放射器をらせん構造へねじることによって作られ
ている。一般的なヘリカルアンテナは芯のまわりに均等に間隔を開けて配置された４つの
放射器を利用する４線のヘリカルアンテナであり、直角位相で励起される（つまり、放射
器が１周期の１／４または９０°だけ位相が異なる信号によって励起される）。放射器の
長さは典型的に通信装置の動作周波数の１／４波長の整数倍数である。放射パターンは典
型的に、放射器のピッチ、放射器の長さ（１／４波長の整数倍数）、および芯の直径を変
化させることにより調節される。
従来のヘリカルアンテナは、ワイヤまたはストリップ技術を使用して作ることができる。
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ストリップ技術では、アンテナの放射器が薄い柔軟な基板上にエッチングまたはデポジッ
ト（deposit）される。放射器は互いに平行するが、基板の側部（または縁）に対して鈍
角を為すように位置付けられる。その後、基板を円筒形、円錐形、または他の適当な形状
に形成または圧延し、ストリップ放射器がらせん形を形成するようにする。
しかしこの従来のヘリカルアンテナは放射器の長さが所望の共振周波数の１／４波長の整
数倍数であり、従ってアンテナの全長が一部の携帯用または移動アプリケーションのため
に望ましい長さより長くなってしまうという特徴を有する。
それに加えて、送信および受信が異なる周波数で発生するアプリケーションでは、デュア
ルバンドアンテナが望ましい。しかしながら、デュアルバンドアンテナはしばしば所望の
設定より低いものでしか利用できないことがある。例えば、デュアルバンドアンテナを製
造できる１つの方法は、それらが１つの柱体を形成するように、２つのシングルバンドの
４線ヘリカルアンテナの端と端を重ねることである。しかし、この解決策の欠点は、この
ようなアンテナが携帯用または手で保持するタイプのアプリケーションにとって望ましい
であろう長さより長くなってしまうことである。
デュアルバンドの性能を提供する別の技術は２つの別々のシングルバンドアンテナを利用
することであった。しかしながら、手で保持するタイプの装置に対して、２つのアンテナ
を互いに近接して配置しなければならない。携帯用または手で保持するタイプの装置の上
に近接して配置される２つのシングルバンドアンテナは、２つのアンテナ間の結合を生じ
させ、性能の低下と共に望ましくない混信を導くであろう。
発明の概要
１つの態様では、発明は基板；前記基板に置かれる複数の放射器を含んで構成される放射
器部分、前記基板は前記放射器がらせん形に構成されるような形状になっており；前記放
射器部分に隣接し、基板を含んで構成される給電部分；前記給電部分の前記基板上に置か
れる第１組の１つ以上のトレース（traces）と、前記放射器部分の前記基板上に置かれる
第２組の１つ以上のトレースとを含んで構成される給電ネットワークを含んで構成される
ヘリカルアンテナを提供する。
別の態様では、発明はアンテナの給電部分に置かれる第１組の１つ以上のトレースと、前
記アンテナの放射器部分に置かれる第２組の１つ以上のトレースとを含んで構成される、
給電ネットワークを提供する。
更なる態様では、発明は、第１のアンテナの第１の給電部分の基板の第１の側面に置かれ
る第１の給電ネットワークと、前記基板の第２の側面に置かれ、前記給電ネットワークと
対向する第１の接地平面と、前記基板に置かれ、前記給電ネットワークから伸びる第１組
の１つ以上の放射器を含んで構成される第１のアンテナ部分；第２の給電部分の前記基板
に置かれる第２の給電ネットワークと、前記給電ネットワークに対向して前記基板に置か
れる第２の接地平面と、前記基板に置かれ、前記給電ネットワークから伸びる第２組の１
つ以上の放射器とを含んで構成される第２のアンテナ部分；および前記第２のアンテナの
軸に沿って前記第２のアンテナの前記放射器から流れる電流用の通路を提供し、それによ
って軸に垂直な方向に放射されるエネルギーを増大させる手段とを含んで構成されるデュ
アルバンドヘリカルアンテナを提供し、前記第１の給電ネットワークはアンテナの前記第
１の給電部分に置かれる第１組の１つ以上のトレースと、前記第１のアンテナ部分の放射
器部分に置かれる第２組の１つ以上のトレースとを含んで構成され、前記第２の給電ネッ
トワークは前記第２の給電部分に置かれる第３組の１つ以上のトレースと、前記第２のア
ンテナ部分の放射器部分に置かれる第４組の１つ以上のトレースとを含んで構成される。
更なる態様では、発明は２組の互いにかみ合うトラックが、湾曲した表面に形成された共
通の基板上に設けられ、トラックが各々の実質的にらせん形の通路に従い、給電ネットワ
ークが１組のトラックの一部と一致するアンテナを提供する。
本発明は放射器部分と給電部分とを含むアンテナ用の新規の改良された給電ネットワーク
に具体化される。給電ネットワークは、給電ネットワークの部分がアンテナの放射器部分
に置かれ、給電ネットワークの残りの部分が給電部分に置かれるように構成される。給電
ネットワークの一部が放射器部分に置かれるので、給電ネットワークの残りの部分は給電
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部分に少しの面積しか必要としない。その結果、アンテナの給電部分を従来の給電ネット
ワークを有するアンテナと比べて小さくすることができる。この構成は給電部分に少しの
面積しか必要としないので、給電ネットワークは面積効率的であると言える。
好ましい実施形態では、放射器部分に置かれる給電ネットワークのトレースが放射器の基
礎部分に対向して置かれる。従って、放射器の基礎部分が給電ネットワークのこの部分用
の接地平面として作用する。
給電ネットワークは、シングルバンドおよびマルチバンドヘリカルアンテナを含む、変化
する構成の多数の異なるタイプのアンテナと共に実装することができる。
発明の１つの利点は、従来の給電ネットワークを有するアンテナと比べて、アンテナ全体
のサイズと給電損失量が減少することである。
１つの実施形態では、給電ネットワークは、２組の１つ以上のらせん形に巻かれた放射器
を有するデュアルバンドヘリカルアンテナと共に実装される。アンテナが円筒形、円錐形
、または最適化された、あるいはそうでなければ所望の放射パターンを得るための他の適
当な形状になるように、放射器が巻かれる、あるいは包まれる。この実装によれば、１組
の放射器が第１周波数における動作用に提供され、第２組が好ましくは第１周波数とは異
なる第２周波数における動作用に提供される。各々の組の放射器は信号を提供して放射器
を駆動するために、連合する給電ネットワークを有する。このように、デュアルバンドア
ンテナは各々が放射器部分と給電部分を有する、２つのシングルバンドアンテナで構成さ
れるものとして説明することができる。
信号を第１のシングルバンドアンテナに供給するために、タブを設けることができる。タ
ブは第１のシングルバンドアンテナの給電部分から伸びる。アンテナが円筒形またはその
他の適当な形状に形成される場合、タブはアンテナの軸と整列する。より詳細には、好ま
しい実施形態では、タブは中央に置かれた給電構造を提供するために、放射状内向きに伸
びる。このように、タブと給電線は第２のシングルバンドアンテナの信号パターンを干渉
しない。
【図面の簡単な説明】
本発明の特徴、目的および利点は、図面と関連して為される下記の発明の実施形態の詳細
な説明から明白となるであろう。図面において、同じ参照文字が図面を通じて対応する同
じ成分を特定する。更に、参照符号の左端のディジットはその参照符号が最初に現われる
図面を特定する。
図１Ａは従来のワイヤ４線ヘリカルアンテナを示す図である。
図１Ｂは従来のストリップ４線ヘリカルアンテナを示す図である。
図２Ａは開路または開放終端された４線ヘリカルアンテナの平面表示を示す図である。
図２Ｂは短絡された４線ヘリカルアンテナの平面表示を示す図である。
図３は短絡された４線ヘリカルアンテナの放射器上の電流分布を示す図である。
図４はストリップヘリカルアンテナのエッチングされた基板の遠位表面を示す図である。
図５はストリップヘリカルアンテナのエッチングされた基板の近位表面を示す図である。
図６はストリップヘリカルアンテナのエッチングされた基板の斜視図を示す図である。
図７Ａは発明の一実施形態による、５つの結合したセグメントを有する開路結合されたマ
ルチセグメント放射器を示す図である。
図７Ｂは発明の一実施形態による、一対の短絡結合されたマルチセグメント放射器を示す
図である。
図８Ａは発明の一実施形態による、短絡結合されたマルチセグメント４線ヘリカルアンテ
ナの平面表示を示す図である。
図８Ｂは発明の一実施形態による、円筒形に形成された結合マルチセグメント４線ヘリカ
ルアンテナを示す図である。
図９Ａは発明の一実施形態による、放射器セグメントの重複部分δとスペーシングｓを示
す図である。
図９Ｂは結合マルチセグメントヘリカルアンテナの放射器セグメント上の電流分布の例を
示す図である。
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図１０Ａは９０°だけ位相が異なる２ポイントソース放射信号を示す図である。
図１０Ｂは図１０Ａに示されたポイントソース用のフィールドパターンを示す図である。
図１０Ｃは従来のヘリカルアンテナ用の円偏波フィールドパターンと、アンテナの軸と整
列する給電タブを有するヘリカルアンテナ用の円偏波フィールドパターンを示す図である
。
図１１は各々のセグメントがいずれかの側のセグメントから等距離の所に置かれた実施形
態を示す図である。
図１２は発明の一実施形態による結合マルチセグメントアンテナの実装の一例を示す図で
ある。
図１３は発明の一実施形態による積み重ねられたデュアルバンドヘリカルアンテナの表面
の平面表示を示す図である。
図１４は放射器用の給電ポイントが給電ネットワークから少し離れて位置付けられた、発
明の一実施形態による積み重ねられたデュアルバンドヘリカルアンテナの表面の平面表示
を示す図である。
図１５は発明の一実施形態による積み重ねられたデュアルバンドヘリカルアンテナの１つ
のアンテナに供給するために使用されるタブの平面表示を示す図である。
図１６は発明の一実施形態による積み重ねられたデュアルバンドヘリカルアンテナ用の寸
法の例を示す図である。
図１７は従来の直角位相給電ネットワークの一例を示す図である。
図１８は発明の一実施形態によるアンテナの放射器へと伸びる部分を有する給電ネットワ
ークを示す図である。
図１９は発明の一実施形態によるアンテナ用の、給電パスを含む信号トレースと共に、給
電ネットワークを示す図である。
図２０は発明の一実施形態によるアンテナの接地平面の外形を示す図である。
図２１は発明の一実施形態により重ねられたデュアルバンドアンテナの接地平面と信号ト
レースを示す図である。
図２２Ａは一実施形態による円筒形または他の適当な形状のアンテナを維持するための構
造を示す図である。
図２２Ｂ～２２Ｅは図２２Ａに示した実施形態による円筒形または他の適当な形状のアン
テナの形成を示す図である。
図２３Ａは一実施形態による円筒形または他の適当な形状のアンテナを支持する際に使用
するのに適した形状を示す図である。
図２３Ｂと２３Ｃは図２３Ａに示した実施形態による円筒形または他の適当な形状のアン
テナの形成を示す図である。
好ましい実施形態の詳細な説明
Ｉ．発明の概観と議論
本発明はアンテナ用の効率的面積の給電ネットワークに向けられている。給電ネットワー
クの一部がアンテナの放射器部分に設けられる。これはアンテナの給電部分に要求される
面積を減少させる。
ＩＩ．例示の環境
幅広い意味では、発明はヘリカルアンテナ技術を利用することができるどのようなシステ
ムにおいても実装することができる。このような環境の一例は、固定電話、移動電話およ
び／または携帯電話を有するユーザが衛星通信リンクを通して他の人と通信する通信シス
テムである。この例示の環境においては、電話が衛星通信リンクの周波数に調整されたア
ンテナを有することが必要である。
本発明をこの例示の環境に関して説明する。これらについての説明は便宜上提供するだけ
であって、発明をこの例示の環境に制限するつもりはない。実際、以下の説明を読めば、
発明を別の環境に実装する方法が当業者には明白となるであろう。
ＩＩＩ．従来のヘリカルアンテナ
発明の実施形態を詳細に説明する前に、従来のヘリカルアンテナの放射器部分を説明する
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ことが有用である。特に、明細書のこの項では従来の４線ヘリカルアンテナの放射器部分
について説明する。図１Ａと１Ｂは各々ワイヤ形状とストリップ形状の従来の４線ヘリカ
ルアンテナの放射器部分１００を示す図である。図１Ａと１Ｂに示した放射器部分１００
は４線ヘリカルアンテナのものであり、つまり直角位相で動作する４つの放射器１０４を
有することを意味する。図１Ａと１Ｂに示すように、放射器１０４は円偏波を提供するよ
うに巻かれている。
図２Ａと２Ｂは従来の４線ヘリカルアンテナの放射器部分の平面表示を示す図である。換
言すれば、図２Ａと２Ｂは、アンテナの柱体が平らな表面に「広げられた」とすれば出現
するであろう放射器を示している。図２Ａは遠端で開放回路または開放終端された４線ヘ
リカルアンテナを示す図である。このような構成に対して、放射器２０８の共振長ｌは所
望の共振周波数の１／４波長の奇数整数倍数である。
図２Ｂは遠端で短絡された、あるいは電気接続された４線ヘリカルアンテナを示す図であ
る。この場合、放射器２０８の共振長ｌは所望の共振周波数の１／４波長の偶数整数倍数
である。両方の場合において、理想的ではない短い開放終端を補償するために少々の調整
が通常必要であるので、上述の共振長ｌは近似値であることに注意されたい。
図３は、長さｌ＝λ／２（式中、λはアンテナの所望の共振周波数の波長である）を有す
る放射器２０８を含む、４線ヘリカルアンテナ３００の放射器部分の平面表示を示す図で
ある。曲線３０４はｆ＝ν／λ（式中、νは媒体内の信号速度である）の周波数において
共振する放射器２０８上の信号用の電流の相対的大きさを表す。
プリント回路基板技術（ストリップアンテナ）を使用して実装される４線ヘリカルアンテ
ナの実装例を図４～６を参照して詳細に説明する。ストリップ４線ヘリカルアンテナは誘
電体基板４０６上にエッチングされたストリップ放射器１０４Ａ～１０４Ｄで構成される
。基板は放射器１０４Ａ～１０４Ｄが柱体の中心軸を中心にしてらせん形に巻かれるよう
に、円筒形、円錐形またはその他の適当な形状に圧延される薄い柔軟な材料である。
図４～６は４線ヘリカルアンテナ１００を作成するために使用される成分を図示している
。図４と図５は各々基板４０６の遠位表面４００と近位表面５００の図を表す。アンテナ
１００は放射器部分４０４と給電部分４０８を含む。
ここで説明し図示する実施形態では、アンテナが基板を円筒形に形成することによって作
られ、近位表面が形成された柱体の外面にあるものとして説明する。別の実施形態では、
基板を円筒形に形成し、遠位表面が柱体の外面にある。
一実施形態では、誘電体基板１００はポリテトラフルオロエタレン（ＰＴＥＥ）、ＰＴＥ
Ｅ／ガラス複合材、または他の誘電材料の薄い柔軟な層である。一実施形態では、基板４
０６は約０．００５ｉｎまたは０．１３ｍｍの厚さであるが、他の厚さも選ぶことができ
る。信号トレースおよび接地トレース（ground trace）は銅を使用して提供される。別の
実施形態では、費用、環境的な問題および他の要素を考慮して、銅の代わりに他の伝導材
料も選ぶことができる。
図５に示した実施形態では、給電ネットワーク５０８は給電部分４０８上にエッチングさ
れ、放射器１０４Ａ～１０４Ｄに提供される直角位相信号（つまり０°、９０°、１８０
°および２７０°の信号）を提供する。遠位表面４００の給電部分４０８は給電回路５０
８用の接地平面４１２を提供する。給電回路５０８用の信号トレースは給電部分４０８の
近位表面５００にエッチングされる。
説明目的のために、放射器部分４０４は給電部分４０８に隣接する第１の端４３２と第２
の端４３４（放射器部分４０４の対向する端）を有する。実装されるアンテナの実施形態
に応じて、放射器１０４Ａ～１０４Ｄは放射器部分４０４の遠位表面４００へとエッチン
グすることができる。放射器１０４Ａ～１０４Ｄが第１の端４３２から第２の端４３４に
向かって伸びる長さは、所望の共振周波数の１／４波長のほぼ整数倍数である。
放射器１０４Ａ～１０４Ｄがλ／２の整数倍数であるこのような実施形態では、放射器１
０４Ａ～１０４Ｄは第２の端４３４において互いに電気接続される（つまり、ショートま
たは短絡される）。この接続は、基板を柱体に形成する時、アンテナの円周まわりにリン
グ６０４を形成する、第２の端４３４を横切る導線によって実施することができる。図６
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は第２の端４３４において短絡リング６０４を有するストリップヘリカルアンテナのエッ
チングされた基板の斜視図を示す図である。
従来からの４線ヘリカルアンテナの１つが、Ｂｕｒｒｅｌｌらの米国特許第５，１９８，
８３１号（’８３１特許と称する）に記載されており、この特許は参照してここに組み込
まれる。’８３１特許に記載されているアンテナは、誘電体基板にエッチングまたはそう
でなければデポジットされた放射器を有するプリント回路基板アンテナである。基板は柱
体に形成され、放射器のらせん構成を生じさせる。
別の従来よりの４線ヘリカルアンテナが、Ｔｅｒｒｅｔらの米国特許第５，２５５，００
５号（’００５特許と称する）に開示されており、この特許は参照してここに組み込まれ
る。’００５特許に記載されたアンテナは直交して位置付けられ、直角位相で励起される
２つのバイファイラ（２線）らせんによって形成される４線ヘリカルアンテナである。開
示されたアンテナは第２の４線らせんを有し、それは第１のらせんと同軸で電磁結合され
て、アンテナの通過帯域を改良する。
更に別の従来からの４線ヘリカルアンテナがＯｗらの米国特許第５，３４９，３６５号（
’３６５特許と称する）に開示されており、この特許は参照してここに組み込まれる。’
３６５特許に記載されたアンテナは図１Ａを参照して説明したワイヤ形状にデザインされ
た４線ヘリカルアンテナである。
ＩＶ．結合マルチセグメントヘリカルアンテナ
アンテナの放射器部分１００の長さを短くするために、ヘリカルアンテナの一形態は結合
マルチセグメント放射器を利用し、それは等しい共振長のヘリカルアンテナのために必要
であるであろうものより短い長さで所定の周波数の共振を可能にする。
図７Ａと７Ｂは結合セグメントヘリカルアンテナの実施形態の一例の平面表示を示す図で
ある。図７Ａは１つの単線の実施形態による開放回路で終端する結合マルチセグメント放
射器７０６を図示している。このような開放回路で終端するアンテナは、単線、２線、４
線、または他のｘ線の実装において使用することができる。
図７Ａに示した実施形態は１つの放射器７０６で構成される。放射器７０６は一組の放射
器セグメントで構成される。このセットは２つの端セグメント７０８、７１０と、ｐ個の
中間セグメント７１２で構成され、ｐ＝０、１、２、３．．．である（ｐ＝３の場合が図
示されている）。中間セグメントは任意である（つまり、ｐはゼロに等しくてもよい）。
端セグメント７０８、７１０は物理的に互いに分離しているが、電磁的には結合されてい
る。中間セグメント７１２は端セグメント７０８、７１０間に位置付けられ、端セグメン
ト７０８、７１０間に電磁結合を提供する。
開放終端された実施形態では、セグメント７０８の長さｌs1は所望の共振周波数の１／４
波長の奇数整数倍数である。セグメント７１０の長さｌs2は所望の共振周波数の１／２波
長の整数倍数である。各々のｐ中間セグメント７１２の長さｌspは所望の共振周波数の１
／２波長の整数倍数である。図示した実施形態では、３つの中間セグメント７１２（つま
り、ｐ＝３）がある。
図７Ｂは短絡７２２で終端する場合の、ヘリカルアンテナの放射器７０６を図示している
。この短絡実装は単線アンテナには適していないが、２線、４線または他のｘ線アンテナ
に使用することができる。開放回路の実施形態の場合のように、放射器７０６は一組みの
放射器セグメントで構成される。このセットは２つの端セグメント７０８、７１０と、ｐ
個の中間セグメント７１２で構成され、ｐ＝０、１、２、３．．．である（ｐ＝３の場合
が図示されている）。中間セグメントは任意である（つまり、ｐはゼロに等しくてもよい
）。端セグメント７０８、７１０は物理的に互いに分離しているが、電磁的には結合され
ている。中間セグメント７１２は端セグメント７０８、７１０間に位置付けられ、端セグ
メント７０８、７１０間に電磁結合を提供する。
短絡された実施形態では、セグメント７０８の長さｌs1は所望の共振周波数の１／４波長
の奇数整数倍数である。セグメント７１０の長さｌs2は所望の共振周波数の１／４波長の
奇数整数倍数である。各々のｐ中間セグメント７１２の長さｌspは所望の共振周波数の１
／２波長の整数倍数である。図示した実施形態では、３つの中間セグメント７１２（つま
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り、ｐ＝３）がある。
図８Ａと８Ｂは発明の一実施形態による結合マルチセグメント４線ヘリカルアンテナの放
射器部分８００を示す図である。図８Ａと８Ｂは図７Ｂに示したアンテナの１つの実装例
を示しており、ｐ＝ゼロであり（つまり、中間セグメント７１２がない）、セグメント７
０８と７１０の長さは１／４波長である。
図８Ａに示した放射器部分８００は４線ヘリカルアンテナの平面表示であり、４つの結合
放射器８０４を有している。結合アンテナにおける各々の結合された放射器８０４は実際
には互いに近接して位置付けられた２つの放射器セグメント７０８、７１０で構成され、
放射器セグメント７０８のエネルギーが他の放射器セグメント７１０に結合される。
より詳細には、一実施形態によれば、放射器部分８００は２つの部分８２０、８２４を有
するものとして説明することができる。部分８２０は放射器部分８００の第１の端８３２
から、放射器部分８００の第２の端８３４に向かって伸びる複数の放射器セグメント７０
８で構成される。部分８２４は放射器部分８００の第２の端８３４から、第１の端８３２
に向かって伸びる複数の放射器セグメント７１０で構成される。放射器部分８００の中央
領域に向かって、各々のセグメント７０８の一部が隣接するセグメント７１０に近接して
おり、１つのセグメントからのエネルギーが近接部分において隣接するセグメントに結合
される。これを本明細書では重複部分と称する。
好ましい実施形態では、各々のセグメント７０８、７１０がほぼｌ1＝ｌ2＝λ/4の長さの
ものである。２つのセグメント７０８、７１０を備える１つの放射器の全長をｌtotと定
義する。１つのセグメント７０８が別のセグメント７１０に重なる量を、δ＝ｌ1＋ｌ2－
ｌtotと定義する。
共振周波数ｆ＝ν／λに対して、放射器ｌtotの全長はλ/2の１／２波長の長さより短い
。換言すれば、結合の結果として、一対の結合セグメント７０８、７１０を備える放射器
は、その放射器の全長がλ/2の長さより短くても、周波数ｆ＝ν／λで共振する。従って
、１／２波長の結合マルチセグメント４線ヘリカルアンテナの放射器部分８００は、所定
の周波数ｆに対する従来の１／２波長の４線ヘリカルアンテナ８００の放射器部分より短
くなる。
結合構成を使用することにより得られるサイズの減少を明確に図示するために、図８に図
示した放射器部分８００を図３に図示したものと比較してみよう。所定の周波数ｆ＝ν／
λに対して、従来のアンテナの放射器部分３００の長さｌはλ/2であり、一方、結合放射
器セグメントアンテナの放射器部分８００の長さｌtotはλ/2より短い。
上述のように、一実施形態では、セグメント７０８、７１０はｌ1＝ｌ2＝λ/4の長さのも
のである。各々のセグメントの長さは、ｌ1がｌ2に必ずしも等しい必要がなく、またそれ
らがλ/4に等しくないように変更することができる。各放射器の実際の共振周波数は、放
射器セグメント７０８、７１０の長さ、放射器セグメント７０８と７１０間の分離距離、
およびセグメント７０８と７１０が互いに重複する量の関数である。
１つのセグメント７０８の他のセグメント７１０に対する長さの変更を使用して、アンテ
ナの帯域幅を調節できることに注意されたい。例えば、λ/4よりわずかに大きくなるよう
にｌ1を長くし、λ/4よりわずかに短くなるようにｌ2を短くすることで、アンテナの帯域
幅を増大することができる。
図８Ｂは発明の一実施形態による結合マルチセグメント４線ヘリカルアンテナの実際のら
せん構成を図示している。これは一実施形態において各々の放射器が２つのセグメント７
０８、７１０でどのように構成されるかを示している。セグメント７０８は放射器部分の
第１の端８３２から放射器部分の第２の端８３４に向かってらせん形に伸びる。セグメン
ト７１０は放射器部分の第２の端８３４から放射器部分の第１の端８３２に向かってらせ
ん形に伸びる。更に図８Ｂはセグメント７０８と７１０の一部が互いに電磁的に結合され
るように重複しているのを示している。
図９Ａは放射器セグメント７０８と７１０間の分離ｓと重複部分δを示す図である。分離
ｓは充分な量のエネルギーが放射器セグメント７０８と７１０間に結合され、それらがほ
ぼλ/2とその整数倍数の効果的な電気的長さの１つの放射器として機能できるように選ば
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れる。
この最適スペーシングよりも近い放射器セグメント７０８、７１０のスペーシングはセグ
メント７０８、７１０間に大きな結合を生じさせる。その結果、所定の周波数ｆに対して
、セグメント７０８、７１０の長さを増大して同じ周波数ｆにおける共振を可能にしなけ
ればならない。これは物理的に接続された（つまり、ｓ＝０）セグメント７０８、７１０
の極端な場合によって図示することができる。この極端な場合では、セグメント７０８、
７１０の全長はアンテナが共振するためにλ/2に等しくなければならない。この極端な場
合では、アンテナは本明細書における用語の使用によれば、もはや実際に「結合」されず
、その結果生じる構成は実際には図３に示したような従来のヘリカルアンテナのものであ
る。
同様に、セグメント７０８、７１０の重複部分δの量の増大が結合を増大させる。このよ
うに、重複部分δが増大するにつれて、セグメント７０８、７１０の長さも増大させる。
セグメント７０８、７１０用の最適の重複部分とスペーシングを質的に理解するために、
図９Ｂを参照する。図９Ｂは各々のセグメント７０８、７１０上の電流の大きさを表して
いる。電流強度インジケータ９１１、９２８は、各々のセグメントが理想的にはλ/4で共
振し、外端において最大信号強度と内端において最低の信号強度を有することを示してい
る。
結合された放射器セグメントアンテナに対するアンテナの輪郭を最適化するために、発明
者達はモデリングソフトウエア（modeling software）を利用して、他のパラメータの中
で正確なセグメント長ｌ1、ｌ2と、重複部分δと、スペーシングｓを決定した。このよう
なソフトウエアパッケージはアンテナオプティマイザ（ＡＯ）（Ａｎｔｅｎｎａ　Ｏｐｔ
ｉｍｉｚｅｒ）ソフトウエアパッケージである。ＡＯはモーメント電磁アンテナモデリン
グアルゴリズム（moments electromagnetic antenna-modeling）の方法に基づいている。
ＡＯアンテナオプティマイザ、バージョン６．３５、版権１９９４年はカリフォルニア州
サンディエゴ（Ｓａｎ　Ｄｉｅｇｏ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）のＢｒｉａｎ　Ｂｅｅｚｌ
ｅｙによって書かれており、彼から入手できる。
図８Ａと８Ｂを参照して上述したように、結合構成を使用することにより得られる利点が
あることに注意されたい。従来のアンテナと結合放射器セグメントアンテナでは、電流が
放射器の端に集中する。アレイ要素理論に従って、特定のアプリケーションにおける結合
放射器セグメントアンテナに有利なようにこれを使用することができる。
説明のために、図１０Ａは２つのポイントソースＡ、Ｂを図示する図であり、ソースＡは
ソースＢの信号の大きさに等しい大きさを有するが、９０°だけ位相が遅れた信号を放射
している（ｅjwtコンベンション（ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ）を仮定する）。ソースＡ、Ｂ
がλ/4の距離だけ分離されている場合、信号はＡからＢへと移動する方向に位相を加え、
ＢからＡへの方向の位相から離れて加算する。その結果、非常に少しの放射しかＢからＡ
への方向には放射されない。図１０Ｂに示した典型的な代表的フィールドパターンがこの
ポイントを示している。
このように、ＡからＢへの方向が上向きになり、地面から離れ、またＢからＡへの方向が
地面に向かうように、ソースＡとＢが方位付けられる時、ほとんどのアプリケーションに
とってアンテナが最適化される。これはユーザが地面に向かう信号強度を指示するアンテ
ナを希望することがまれであるためである。この構成は特に、信号強度の大部分が地面か
ら離れて上向きになることが望まれる衛星通信のために有用である。
図１０Ａに設計されたポイントソースアンテナは、従来の１／２波形のヘリカルアンテナ
を使用して達成することは困難である。図３に図示したアンテナの放射器部分を考えてみ
よう。放射器２０８の両端における電流強度の集中はほぼポイントソースを近似する。放
射器がらせん形の輪郭にねじられた時、９０°放射器の一端が０°放射器の他端と整列し
て位置付けられる。このように、これは直線の２つのポイントソースを近似する。しかし
ながら、これらの近似ポイントソースは、図１０Ａに図示した所望のλ/4構成に対してほ
ぼλ/2だけ分離される。
しかしながら、発明を具体化する結合放射器セグメントアンテナは、近似されたポイント
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ソースがλ/4に近い距離に間隔を開けて配置される実装を提供することに注意されたい。
従って、結合放射器セグメントアンテナはユーザが図１０Ａに図示したアンテナの指向性
特徴を利用できるようにする。
図８に図示した放射器セグメント７０８、７１０は、セグメント７０８がその関連するセ
グメント７１０に非常に近いが、各々の対のセグメント７０８、７１０が隣接する対のセ
グメントから相対的に離れていることを示している。１つの別の実施形態では、各々のセ
グメント７１０がいずれかの側でセグメント７０８から等距離に置かれる。この実施形態
が図１１に示されている。
次に図１１において、各々のセグメントは実質的に各々の対の隣接するセグメントから等
距離にある。例えば、セグメント７０８Ｂはセグメント７１０Ａと７１０Ｂから等距離に
ある。つまり、ｓ1＝ｓ2である。同様に、セグメント７１０Ａはセグメント７０８Ａと７
０８Ｂから等距離にある。
この実施形態は望ましくない結合が存在しているかのように見えるという点で直観に反し
ている。換言すれば、１つの位相に対応するセグメントは同じ位相の適切なセグメントの
みならず、シフトされた位相の隣接するセグメントにも結合するであろう。例えば、セグ
メント７０８Ｂ、９０°のセグメントはセグメント７１０Ａ（０°セグメント）と７１０
Ｂ（９０°セグメント）に結合するであろう。上部セグメント７１０からの放射を２つの
別々のモードとして考えることができるので、このような結合は問題ではない。１方のモ
ードが左側の隣接するセグメントに結合することから生じ、他方のモードが右側の隣接す
るセグメントに結合することから生じる。しかしながら、これらのモードの両方が同じ方
向に放射を提供するように調整して位相が等しくされる。従って、この二重結合は結合マ
ルチセグメントアンテナの操作にとって有害ではない。
図１２は結合された放射器セグメントアンテナの実装例を図示する図である。図１２にお
いて、アンテナは放射器部分１２０２と給電部分１２０６を備える。放射器部分はセグメ
ント７０８、７１０を含む。図１２に提供された寸法は放射器部分１２０２の全長に対す
るセグメント７０８、７１０の寄与と、重複部分δの量を示している。
柱体の軸に平行する方向のセグメントの長さが、セグメント７０８に対してはｌ1ｓｉｎ
αとして示され、セグメント７１０に対してはｌ2ｓｉｎαとして示されており、αはセ
グメント７０８、７１０の内角である。
図８Ａと９Ａにおいて図示したように、セグメントの重複部分は参照文字δで示されてい
る。アンテナの軸に平行する方向の重複部分の量は、図１２に示すように、δｓｉｎαに
よって与えられる。
セグメント７０８、７１０はスペーシングｓによって分離され、それは上述のように変動
することができる。セグメント７０８と７１０の端と放射器部分１２０２の端間の距離は
ギャップとして定義され、各々参照文字γ1、γ2によって図示される。ギャップγ1、γ2

は互いに等しくてもよいが、等しい必要はない。やはり、上述したように、セグメント７
０８の長さはセグメント７１０の長さに対して変動することができる。
セグメント７１０の一端から次のセグメントまでのオフセット量は参照文字ω0で示され
る。隣接するセグメント７１０間の分離は参照文字ωsで示され、らせんの直径によって
決定される。
給電部分１２０６は放射器セグメント７０８に直角位相信号を提供するために適切な給電
ネットワークを含む。給電ネットワークは当業者には公知であり、従ってここでは詳細に
説明しない。
図１２に示した実施例では、セグメント７０８は各々のセグメント７０８に沿って、イン
ピーダンス整合を最適化するために選ばれる給電ネットワークからの距離に、位置付けら
れた給電ポイントにおいて給電される。図１２に示した実施形態では、この距離が参照文
字δfeedによって図示される。
連続線１２２４が基板の遠位表面の接地部分用の境界を図示することに注意されたい。遠
位表面のセグメント７０８に対向する接地部分は給電ポイントへと伸びる。セグメント７
０８の薄い部分が近位表面上にある。給電ポイントにおいて、近位表面上のセグメント７
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０８の厚さが増大する。
次に、ほぼ１．６ＧＨｚでＬバンドにおける動作に適した結合放射器セグメント４線ヘリ
カルアンテナの一例のために寸法を提供する。これは例目的のためだけであり、Ｌバンド
における動作に対して他の寸法も可能であることに注意されたい。それに加えて、同様に
他の周波数帯域における動作に対して他の寸法も可能である。
Ｌバンドの実施形態における放射器部分１２０２の全長は２．３０インチ（５８．４ｍｍ
）である。この実施形態では、ピッチ角αは７３°である。この角度αでは、この実施形
態に対するセグメント７０８の長さｌ1ｓｉｎαは１．７３インチ（４３．９ｍｍ）であ
る。図示した実施形態では、セグメント７１０の長さはセグメント７０８の長さに等しい
。
一例では、セグメント７１０はセグメント７０８の隣接する対から実質的に等距離に位置
付けられる。セグメント７１０が隣接するセグメント７０８から等距離にあるこの実施形
態の１つの実装では、スペーシングｓ1＝ｓ2＝０．０８６インチである。他のスペーシン
グも可能であり、例えば、隣接するセグメント７０８から０．０７０インチ（１．８ｍｍ
）にあるセグメント７１０のスペーシングｓも可能である。
放射器セグメント７０８、７１０の幅τは、この実施形態では０．１１インチ（２．８ｍ
ｍ）である。他の幅も可能である。
Ｌバンドの例は対称的なギャップγ1＝γ2＝０．５７インチ（１４．５ｍｍ）を特徴とす
る。放射器部分１２０２の両端（つまり、γ1＝γ2）に対してギャップγが対称的である
場合、放射器７０８、７１０は１．１６インチ（２９．５ｍｍ）（１．７３～０．５７イ
ンチ）の重複部分δｓｉｎαを有する。
セグメントオフセットωoは０．５３インチであり、セグメント分離ωsは０．３９３イン
チ（１０．０ｍｍ）である。アンテナの直径は４ωs／πである。
一実施形態では、これは給電ポイントから給電ネットワークまでの距離δfeedがδfeed＝
１．５７インチ（３９．９ｍｍ）であるように選ばれる。その他の給電ポイントもインピ
ーダンス整合を最適化するために選ぶことができる。
上述した実施形態の例はヘリカルアンテナを囲み、放射器と接触する０．０３２インチの
厚さのポリカーボネートレードームとの関連で使用するために設計されている。レードー
ムまたは他の構造物が所望の周波数の波長にどのように影響するかは当業者には明白であ
ろう。
今述べたばかりの実施形態の例では、Ｌバンドアンテナの放射器部分の全長が従来の１／
２波長のＬバンドアンテナの全長より縮小される。従来の１／２波長のＬバンドアンテナ
に対して、放射器部分の長さは約３．２インチ（つまり、λ/2（ｓｉｎα））であり、α
は水平位置に対してセグメント７０８、７１０の内角）、または（８１．３ｍｍ）である
。上述の実施形態の例に対しては、放射器部分の全長は２．３インチ（５８．４２ｍｍ）
である。これは従来のアンテナのサイズの実質的な節約を表す。
Ｖ．積み重ねられたデュアルバンドヘリカルアンテナ
シングルバンドヘリカルアンテナの幾つかの実施形態について説明してきたが、次に本発
明を具体化するデュアルバンドについて説明する。本発明は２つの異なる動作周波数にお
いて共振することができるデュアルバンドヘリカルアンテナに向けられている。２つのヘ
リカルアンテナは端と端が積み重ねられ、１つのアンテナが第１周波数で共振し、他方の
アンテナが第２周波数で共振する。各々のアンテナは１つ以上のらせん形に巻かれた放射
器で構成される放射器部分を有する。各々のアンテナは給電ネットワークと接地平面で構
成される給電部分を有する。２つのアンテナは１つのアンテナの接地平面が他方のアンテ
ナの放射器の遠位端を横切る短絡リングとして使用されるように積み重ねられる。
図１３は発明の一実施形態によるデュアルバンドヘリカルアンテナの遠位表面４００と近
位表面５００の平面表示を示す図である。デュアルバンドヘリカルアンテナは２つのシン
グルバンドヘリカルアンテナで構成され、ヘリカルアンテナ１３０４が第１の共振周波数
で動作し、ヘリカルアンテナ１３０８が第２の共振周波数で動作する。
図１３に示した実施形態では、給電ネットワーク５０８、放射器１０４Ａ～１０４Ｄ、お
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よび第１のアンテナ１３０４が第１のアンテナ１３０４の近位表面５００の上に置かれる
。また近位表面５００には、第２のアンテナ１３０８の給電ネットワーク５０８用の接地
平面４１２も置かれる。遠位表面４００には、給電ネットワーク５０８と第２のアンテナ
１３０８の放射器１０４Ａ～１０４Ｄと共に、第１のアンテナ１３０４の給電部分用の接
地平面４１２が置かれる。
図２Ａ、２Ｂを参照して上述したように、放射器１０４Ａ～１０４Ｄの共振長ｌが所望の
共振周波数の１／４波長の偶数整数倍数である場合、放射器１０４Ａ～１０４Ｄの遠位端
が短絡される。図１３に示すように、この短絡は第１のアンテナ１３０４の接地平面４１
２を使用して達成される。この構成の結果、付加的な短絡リングを放射器１０４Ａ～１０
４Ｄの端に加える必要がない。
図１３に示した実施形態では、放射器１０４Ａ～１０４Ｄの端が開放回路であるので、第
１のアンテナ１３０４が所望の共振周波数の１／４波長の奇数整数倍数で共振するものと
して示されていることに注意されたい。別の実施形態では、これらの放射器１０４Ａ～１
０４Ｄの長さを所望の共振周波数の１／４波長の偶数整数倍数となるように変更しながら
、短絡リング（図示せず）を第１のアンテナ１３０４のこれらの放射器１０４Ａ～１０４
Ｄの遠端に加えることができるであろう。
図１３を参照して説明したデュアルバンドアンテナの放射器１０４Ａ～１０４Ｄは、給電
ネットワーク５０８の近くの第１の端において給電されるものとして図示されている。ヘ
リカルアンテナの放射器１０４Ａ～１０４Ｄの給電ポイントは、放射器１０４Ａ～１０４
Ｄの長さに沿ったどのポイントにも位置付けられることが公知であり、このような位置付
けは主としてインピーダンス整合の考慮に基づいて決定される。図１４は放射器１０４Ａ
～１０４Ｄの給電ポイントが給電ネットワーク５０８から所定の距離に位置付けられる、
デュアルバンドヘリカルアンテナの一実施形態を示す図である。特に、図１４に示した実
施形態では、第１アンテナ１３０４の給電ポイントＡが給電ネットワーク５０８から距離
ｌFEED1に位置付けられ、第２アンテナ１３０８の給電ポイントＢが給電ネットワーク５
０８から距離ｌFEED2に位置付けられる。
この実施形態は放射器１０４Ａ～１０４Ｄが基板４０６の第１表面上の接地トレース１４
３６と、基板４０６の第２表面上の前記接地トレース１４３６と対向する接地トレース１
４３８と、基板４０６の第２表面上の放射器トレース１４４０とで構成される。
図１３に示した実施形態の場合と同様に、この実施形態では、第２アンテナ１３０８の放
射器が所望の共振周波数の１／４波長の偶数整数倍数で共振するように、第１アンテナ１
３０４の接地平面４１２が放射器１０４Ａ～１０４Ｄと第２アンテナ１３０８用の短絡リ
ングとして作用する。
積み重ねられたアンテナの全長を減少させるために、上述の縁の結合技術を利用すること
ができる。このような実施形態では、図１３と１４に図示したように第１アンテナ１３０
４および／または第２アンテナ１３０８の放射器１０４Ａ～１０４Ｄが、例えば図１２に
示したような縁が結合された放射器と取り換えられる。
図１３および図１４に図示したようなデュアルバンドアンテナを提供する１つのチャレン
ジは、第１アンテナ１３０４に給電するというものである。この目的のために、第１アン
テナ１０３４は第１アンテナ１３０４の給電部分の下部領域から伸びるタブによって給電
される。
図１５は第１アンテナ１３０４に給電するために使用されるこのようなタブを図示する図
である。図１５において、タブ１５０４は基板４０６上の第１アンテナ１３０４の給電部
分の側部から伸びる。図１５に図示した実施形態では、タブ１５０４はほぼ”Ｌ”字型で
あり、所定の距離に第１アンテナ１３０４の給電部分から水平に伸び、次に第２アンテナ
１３０８の給電部分の方向に、中心を通って軸方向に角度を為して曲げられる。１５０４
は直角に形付けられるものとして図示されているが、様々な半径の曲線であってよいので
、他の角度も使用することができる。
理想的には、ヘリカルアンテナを形成するために、基板４０６を柱体またはその他の適当
な形状に巻く場合、タブ１５０４の軸成分１５２４が実質的にデュアルバンドヘリカルア
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ンテナの軸に沿うようになる。ヘリカルアンテナの軸と一致するタブ１５０４の軸成分１
５２４を有することで、アンテナの放射パターンに対するこの部材の影響を最小にする。
図１５に示すように、好ましい実施形態では、タブ１５０４は第１アンテナ１３０４から
可及的に離れた垂直位置において第１アンテナ１３０４の給電部分から伸びる。これは第
１アンテナ１３０４の放射パターンに対するタブ１５０４の影響を最小にするためである
。第２アンテナ１３０８が結合セグメント１／２波長のアンテナであり、第２アンテナ１
３０８の放射器１０４Ａ～１０４Ｄの端が第１アンテナ１３０４の接地平面４１２によっ
て短絡されるので、タブ１５０４は第２アンテナ１３０８の放射パターンに対して最低の
影響しか及ぼさない。
好ましくは、第１アンテナ１３０４の給電部分１２０６の長さｌgpは、適当な動作周波数
における２つの要素を考慮して決定することができる。まず第１に、第１アンテナ１３０
４の放射器から第２アンテナ１３０８に流れる電流量を最小にし、またその逆の流れも最
小にすることが望ましい。換言すれば、２つのアンテナ間の絶縁を達成することが望まし
い。これは問題の周波数において、一組みの放射器から他方の放射器へと電流が伸びない
ようにする長さであることを保証することによって達成され得る。
別のチャレンジは第１アンテナ１３０４の放射器１０４Ａ～Ｄからの電流がタブ１５０４
に到達しないようにするという目標である。第１アンテナ１３０４からの電流はタブ１５
０４に向かって第１アンテナ１３０４の給電部分を横切って移動するにつれて減衰される
。タブ１５０４はこれらの電流における非対称的な断絶を作り出す。従って、タブ１５０
４に達する電流の大きさを実際的な程度に最小にすることが望ましい。
この説明を読めば、使用する材料、問題の周波数、予想されるアンテナの電力レベル、お
よび他の公知の要素に基づいて、適切な長さｌgpの給電部分１２０６を実装する方法が当
業者にとって明白となるであろう。この決定はサイズと性能間のトレードオフを必然的に
伴うかもしれない。
この実施形態ではタブ１５０４の影響が全然存在しないのではないことに注意されたい。
タブ１５０４が第２アンテナ１３０８の放射器の近傍にあるので、第２アンテナ１３０８
からの一部の電流がタブ１５０４に結合され、従ってアンテナの軸に沿って結合される。
この電流が第２アンテナ１３０８の放射に影響を及ぼし、アンテナの側部に対する増大し
た放射を生じさせる。アンテナが垂直に装着される場合のアプリケーションに対しては、
これは水平方向に放射を増大させ、垂直方向に放射を減少させる。その結果、このアプリ
ケーションは、通信装置間の通信を中継するために低い地球軌道が使用される衛星通信シ
ステムに適している。
この影響が図１０Ｃに図示されており、円偏波（circular polarization）放射パターン
１０１０が従来のヘリカルアンテナに対する典型的な放射パターンを表示しており、放射
パターン１０２０が第２アンテナ１３０８に対する放射パターンを表示している。図１０
Ｃに示すように、パターン１０２０は従来のパターン１０１０より「平らで」かつ「幅広
い」ものである。
第１アンテナ１３０４への信号の結合を可能化するために、タブ１５０４はクリンプ（cr
imp）等のコネクタ、またははんだ付けコネクタあるいは給電ケーブルとタブ１５０４上
の信号トレース間の接続を行うのに適した他のコネクタを含む。様々なタイプのケーブル
またはワイヤを使用して、タブ１５０４においてアンテナにトランシーバＲＦ回路を接続
することができる。好ましくは低ロスの柔軟な、または半硬質のケーブルを利用する。も
ちろんアンテナ業界において公知のように、アンテナに対する電力移動を最大にするため
に、給電入力のインピーダンスをインターフェイスケーブルのインピーダンスに整合させ
ることが望ましい。しかしながら、入力遷移が乏しい場合、放射パターンはなお対称的で
あろうが、反射ロスの対応する量だけそれらの利得が低下するであろう。低い挿入ロスに
加えて、コネクタがケーブルとタブ１５０４間に丈夫な機械接合部を提供することが重要
である。
また図１５に示されているのは、基板形状例の概略である。この説明を読めば、当業者に
は他の形状を有する基板を利用して、タブ１５０４を有するアンテナをどのように実装す
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るかが明白となるであろう。
図１６は寸法例を含む、積み重ねられたアンテナの一実施形態を示す図である。この実施
形態では、第１アンテナ１３０４がＬバンドアンテナであり、第２アンテナ１３０８がＳ
バンドアンテナである。この実施形態では、Ｓバンドアンテナ１３０８は縁が結合された
アンテナであり、各々の放射器１０４が２つのセグメントで構成されている。この実施形
態は例としてのみ提供されていることに注意されたい。別の周波数バンドも操作用に選ぶ
ことができる。更に、第１アンテナ１３０４または第２アンテナ１３０８のいずれか、あ
るいはその両方が縁結合技術を利用することができることに注意されたい。
次に図１６に示したＬバンドとＳバンドアンテナ用の寸法例について説明する。Ｌバンド
アンテナの放射アパーチャは１．２５３インチの全軸高さであるのに対し、Ｓバンドのア
パーチャは１．４００インチの全高さである。この実施形態では第１アンテナ１３０４の
給電部分４１２の高さは０．４００インチである。これは３．０９３インチの全放射アパ
ーチャを生ずる。放射器１０４Ａ～１０４Ｄの傾斜角は６５°である。
上述の寸法は例としてのみ提供したものである。従来のヘリカルアンテナを参照して説明
したように、放射器１０４Ａ～１０４Ｄの全長がアンテナの正確な共振周波数を決定する
。最高の平均利得と最も対称的なパターンが共振周波数において発生するので、共振周波
数が重要である。アンテナを長くすると、共振周波数は下へ移動する。逆に、アンテナを
短くすると、共振周波数が上に移動する。周波数偏移（shift）のパーセンテージは、放
射器１０４Ａ～１０４Ｄを長くするか短くするパーセンテージにほぼ比例する。Ｌバンド
の動作周波数では、アンテナ軸の方向に約１ｍｍの長さが１ＭＨｚに対応する。
図示した実施形態では、第１アンテナ１３０４と第２アンテナ１３０８の両方が４つの励
起されたファイラーアーム（filar arms）または放射器１０４Ａ～１０４Ｄを有する。こ
れら放射器１０４Ａ～１０４Ｄの各々が直角位相で給電される。各々のアンテナ１３０４
、１３０８用の４つの放射器１０４Ａ～１０４Ｄの直角位相励起が給電ネットワークを使
用して実装される。直角位相励起を提供することができる従来の給電ネットワークを実装
することもできるが、好ましい給電ネットワークについて後述する。
別の重要な寸法は給電ポイント軸長である。給電ポイント軸長は、図１３に示したように
放射器１０４Ａ～１０４Ｄに沿って給電ポイントが位置付けられる場合の実施形態用の給
電ネットワークからの給電ポイントの距離を限定する。給電ポイント軸長の寸法は放射器
を継続させるためにマイクロストリップが広がる位置を示し、実際には全体の放射器１０
４用の給電ポイント位置である。図１６に図示した例では、第１アンテナ１３０４用の給
電ポイント軸長は１．１３３インチである。第２アンテナ１３０８用の給電ポイント軸長
は０．６３８インチである。これらの寸法は各々１６１８と２４９２ＭＨｚにおいて５０
Ωのインピーダンスを生ずる。給電ポイント位置が低い方に移動した場合、インピーダン
スが低くなる。逆に、給電ポイント位置が高い方に移動すれば、インピーダンスが高くな
る。周波数を同調させるために全体の放射器の長さを調節する場合、正しいインピーダン
ス整合を維持するために、アンテナの軸に沿った方向に比例する量だけ給電ポイント位置
も移すべきであることに注意することが重要である。
好ましくは、図１６に図示したような寸法を有するアンテナを、０．５００インチの直径
を有する柱体に巻き込む。
ＶＩ．給電ネットワーク
本明細書において説明するヘリカルアンテナは、単線、４線、８線またはその他のｘ線の
構成を使用して実装することができる。給電ネットワークは必要な位相角度で線（filars
）に対して信号を提供するために利用される。給電ネットワークは信号を分離させ、各々
の線に対して設けられた位相を移動させる。給電ネットワークの構成は線の数に依存する
。例えば、４線ヘリカルアンテナの場合、給電ネットワークは直角位相関係（つまり、０
、９０、１８０および２７０°）に４つの等しい電力信号を提供する。
アンテナの給電部分にスペースを維持するために、独特の給電ネットワークレイアウトを
利用してもよい。給電ネットワークのトレースはアンテナの１つ以上の放射器１０４Ａ～
１０４Ｄへと伸びる。便利さのために、直角位相関係に４つの等電力信号を提供するため
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に設計された給電ネットワークに関して、給電ネットワークを説明する。この説明を読め
ば、当業者には他のｘ線構成用の給電ネットワークを実装する方法が明白となるであろう
。
図１７は従来の直角位相の給電ネットワークの電気的に同じものを示している。従来の直
角位相の給電ネットワークに対して、ネットワークは各々が９０°だけ位相が分離された
４つの等電力信号を提供する。信号は第１の信号路１７０４を介して給電ネットワークに
提供される。第１の信号ポイントＡ（二次的給電ポイントと称する）において、０°の位
相信号が第１の放射器１０４に提供される。信号ポイントＢにおいて、９０°の位相信号
が第２の放射器１０４に提供される。信号ポイントＣとＤにおいて、１８０°と２７０°
の位相信号が第３と第４の放射器１０４に提供される。
信号ＡとＢは２５Ωのインピーダンスを生ずるポイントＰ２で混合される。同様に、信号
ＣとＤが２５Ωのインピーダンスを生ずるポイントＰ３で混合される。これらの信号は１
２．５Ωのインピーダンスを生ずるＰ１において混合される。従って、このインピーダン
スを５０Ωに変換するために、２５Ωの９０°変圧器が入力に置かれる。図１７に示した
ネットワークでは、Ｐ１が給電を短くし、ロスを減少させるために分離する前に、変圧器
の一部が置かれる。しかしながら、それはスプリットの前であるので、スプリット後にイ
ンピーダンスを倍にしなければならない。
従来の給電ネットワークは、給電ネットワークのトレースが放射器１０４Ａ～１０４Ｄの
ために限定される基板の部分に置かれる。特に、好ましい実施形態では、これらのトレー
スは１つ以上の放射器１０４Ａ～１０４Ｄの接地トレースと対向する領域内の基板に置か
れる。
図１８は４線ヘリカルアンテナ環境における給電ネットワークの実施形態の例を示す図で
ある。特に、図１８に図示した例では、２つの給電ネットワークが図示されており、第１
の給電ネットワーク１８０４は第１アンテナ１３０４と共に実装するためであり、第２の
給電ネットワーク１８０８は第２アンテナ１３０８と共に実装するためである。給電ネッ
トワーク１８０４、１８０８は放射器１０４Ａ～１０４Ｄに０、９０、１８０および２７
０°の信号を提供するためのポイントＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄを有する。図１８の点線は、給電ネ
ットワーク１８０４、１８０８が置かれる表面に対向する基板表面の、放射器１０４Ａ～
１０４Ｄの接地平面の概略を近似的に示している。このように、図１８は放射器１０４Ａ
～１０４Ｄに置かれるか、または放射器１０４Ａ～１０４Ｄへと伸びる給電ネットワーク
１８０４、１８０８のこれらの部分を示している。
従来の知識によれば、給電ネットワークは給電ネットワーク用に指定され、また放射器か
ら分離された領域に設けられる。対照的に、ここで説明する給電ネットワークは給電ネッ
トワークの一部がアンテナの放射器部分に置かれるように敷かれる。従って、従来の給電
ネットワーク用の給電部分と比較して、アンテナの給電部分のサイズを減少させることが
できる。
図１９はアンテナ１３０４、１３０８用の給電パスを含む、信号トレースと共に給電ネッ
トワーク１８０４、１８０８を図示する図である。図２０はアンテナ１３０４、１３０８
の接地平面の概略を示す。図２１は重ねられた接地平面と信号トレースの両方を示す図で
ある。
これらの給電ネットワークの利点は、給電ネットワークを実装するためにアンテナの給電
部分用に必要な領域が従来の給電技術より減少することである。これはそうでなければア
ンテナの給電部分に置かれるであろう給電ネットワークの部分がアンテナの放射器部分に
置かれるためである。この結果、アンテナの全長を減少させることができる。
このような給電ネットワークの付加的な利点は、二次的給電ポイントがアンテナの給電ポ
イントに近くなるように動かされるので、伝送線路損失が減少することである。加えて、
変圧器をインピーダンス整合用の給電ネットワークのルート割当線（routing line）に統
合することができる。
このように、給電ネットワークの一部がアンテナの放射器部分に置かれ、給電ネットワー
クの残りの部分が給電部分に置かれるように、面積効率的なネットワークが構成される。
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給電ネットワークの一部が放射器部分に置かれるので、給電ネットワークの残りの部分は
給電部分に少しの面積しか必要としない。その結果、アンテナの給電部分を従来の給電ネ
ットワークを有するアンテナと比べて小さくすることができる。好ましくは、放射器部分
に置かれる給電ネットワークのトレースは放射器の接地部分と対向して置かれる。従って
、放射器の接地部分が給電ネットワークのこの部分の接地平面として作用する。シングル
バンドおよびマルチバンドヘリカルアンテナを含む、変化する構成の多数の異なるタイプ
のアンテナで、面積効率的な給電ネットワークを実装することができる。この構成の結果
、アンテナの全体のサイズと給電における損失量が、従来の給電ネットワークを有するア
ンテナと比べて減少する。
ＶＩＩ．アンテナアッセンブリ
上述のように、ヘリカルアンテナを製造する１つの技術は、放射器と、給電ネットワーク
と接地トレースを基板上に置き、基板を適当な形状に包む（wrap）ことである。上述のア
ンテナの構成は基板を適当な形状に包むための従来の技術を使用して実装することができ
るが、基板を包むための改良された構造と技術について次に説明する。
図２２Ａは基板を適当な形状（例えば円筒形）に維持するために使用される構造の一実施
形態を示す図である。より詳細には、図２２Ａは効率的な面積（area efficient）の給電
ネットワークを有するアンテナに加えられる構造例を示している。この説明を読めば、他
の構成のヘリカルアンテナで発明を実装する方法が当業者には明白となるであろう。
図２２Ｂから２２Ｆはアンテナを円筒形または他の適当な形状に保持するために使用され
る構造例の横断面図を描いている。図２２Ａ～２２Ｆにおいて、構造例は接地平面４１２
上の、またはその延長部としての金属ストリップ２２１８、金属ストリップ２２１８と向
き合ったはんだ材料２２１６と、１つ以上のヴァイアス（ｖｉａｓ）２２１０を含む。
金属ストリップ２２１８は接地平面４１２の一部、または接地平面４１２に付加される金
属ストリップで構成されてよい。好ましくは、一実施形態では、金属ストリップ２２１８
は所定量だけ接地平面４１２の幅を単に伸ばすことにより提供される。図２２Ａに示した
一実施形態では、この幅がｗstripで示されている。
一連のヴァイアス２２１０は金属ストリップ２２１８の領域内の接地平面４１２に設けら
れる。好ましくは、しっかりした接続のために、ヴァイアス２２１０は第１アンテナ１３
０４と第２アンテナ１３０８の両方の放射器部分に付加される。ヴァイアス２２１０用に
選ばれたパターンは使用される材料の公知の機械的および電気的特性に基づく。所望のレ
ベルの機械強度と電気接続を得るために、発明を各々の接地平面４１２上に１つか２つだ
けのヴァイアス（vias）２２１０で実装できる一方、数個のヴァイアス２２１０を使用し
てもよい。必ずしも必要ではないが、使用される各々の接地平面４１２の部分は、アンテ
ナの放射器を超えて、水平にまたは円周上に伸びることができる。
図２２Ｂに見られるように、ヴァイアス２２１０は接地平面４１２の材料、および１つの
表面から次の表面へと、支持基板４０６（１００）を完全に突き抜けて伸びる。このヴァ
イアスは、業界で公知の技術を使用して、金属化された、または金属被覆されたヴァイア
スとして製造される。比較的小さな部分または接地平面４１２の対向する縁２２１４の部
分がはんだ材料２２１６で被覆される。
図２２Ｂと２２Ｄに示した実施形態は、第１の縁２２１２に隣接して、接地平面４１２と
対向する側の基板４０６に形成される小さな金属ストリップ２２１８を含む。この実施形
態では、ヴァイアスは基板を通り金属ストリップ２２１８へと伸びる。金属ストリップ２
２１８は全てのアプリケーションにとって必ずしも必要ではないが、金属ストリップ２２
１８がはんだの流れを容易にし、改良された機械接着を容易にすることが当業者には容易
に明白となるであろう。金属ストリップ２２１８を製造する特殊な材料は、使用される接
地平面材料、選ばれたはんだ等に基づいて、公知の原則に従って選ばれる。
アンテナ支持基板が概して円筒形に巻かれて、所望のヘリカルアンテナ構造を形成する場
合、縁２２１２と２２１４が、図２２Ｄに示すように、互いに近接して置かれる。ヴァイ
アス２２１０と金属ストリップ２２１８（もし提供された場合）は、対向する接地平面の
縁２２１４上にはんだ材料２２１６が重なるように位置付けられる。ストリップ２２１８
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をはんだ材料２２１６と接触するように保持しながら、公知のはんだ付け技術と設備を使
用して熱を印加する。
はんだ材料２２１６が溶けるにつれて、それはヴァイアス２２１０へと、また金属ストリ
ップ２２１８上へと流れる。次に熱を低下させるか、取り除いて、はんだが永久的ではあ
るが取り除くことができる、あるいは持ちのよい、接地平面４１２の２つの外縁または端
間の接合または結合を形成する。この方法で、誘電テープ、接着剤等の他の材料を必要と
せずに、アンテナ支持基板４０６とその上に置かれるアンテナ成分が所望の円筒形に機械
的に保持される。これはこのタイプのヘリカルアンテナを組み立てるために以前に必要で
あった時間と、費用と、労力を減少させる。これはその操作の自動化を増大させるばかり
でなく、それ以上のもの、容易に再生できるアンテナ寸法を提供する。それに加えて、接
地平面４１２の１つの縁が他方の縁に電気接続され、所望通りに、接地平面から連続する
伝導リングを提供する。この電気接続は複雑なはんだ付けまたは接続ワイヤなしに達成さ
れる。
この技術はアンテナの他の部分に沿った支持または係合を提供するために伸ばすことがで
きる。例えば、一連の１つ以上の金属パッドまたはストリップ２２２０を、１組または両
組のアンテナの放射器の長さに沿って、間隔を開けられた位置に置くことができる。図２
２Ｅに見られるように、金属パッドまたはストリップ２２２０が、１つ以上の放射器１０
４Ａ～Ｄに隣接して、支持基板４０６（１００）の反対側に位置付けられる。アンテナ基
板が巻かれるか、または曲げられて、図２２Ｆに示すように、所望のアンテナを作る場合
に、金属パッドまたはストリップ２２２０が支持基板の対向する縁の放射器１０４Ａ～Ｄ
の一部の上に位置付けられるように、これらのパッドまたはストリップが位置付けられる
。特に、一実施形態では、金属パッドまたはストリップ２２０は放射器１０４Ａ～Ｄの接
地トレース１４３６の上に位置付けられる。アプリケーション用に望ましい場合、あるい
ははんだを溶かすために伝熱を改善するために、金属化されたヴァイアスをパッド２２２
０に形成してもよい。
接地トレース（ground trace）１４３６の表面の係合部分に少量のはんだ２２２６が前も
って塗布されている場合、これらの放射器をストリップに接合するために使用することが
できる。これは付加的な接合部または接着点を提供し、それがアンテナ構造を所望の形状
に共に効果的に保持する。電気接続が望まれる場合、反対側へと伸びるパッドまたはスト
リップに金属化ヴァイアスを形成することができる。これらのパッドは接地平面について
前述したストリップと関連して、あるいは関連せずに使用することができる。このような
構造は、長いアンテナ構造を生じさせる非常に長い放射器、またはアンテナの放射器の多
重スタックが企図される場合に非常に有用である。
図２３Ａ～２３Ｃは基板４０６を所望の形状に巻くために使用される型２３１０の実施形
態の例の一連の図を示している。図２３に図示した例は、アンテナ構造用に継続した支持
と剛性を提供するために、アンテナを巻く際に使用される円筒形の型２３１０である。一
実施形態では、型２３１０には型２３１０の外面から放射状外向きに伸びる一連のプロン
グまたは歯２３１２が設けられる。型２３１０と歯２３１２と連結するために、一連の「
型押し（tooling）」または「アッセンブリガイド（assembly guide）」穴または通路２
２３０が、歯２３１２と係合するために基板４０６に設けられる。
図２２Ａにおいて、型押し穴２２３０は接地平面４１２内に位置付けられたものとして図
示されている。接地平面４１２の金属材料は、比較的柔らかな支持基板材料が使用された
場合、穴を補強し、変形と移動を防止する作用をする。これはアンテナ構造用の整列精度
を補助する。しかしながら、金属層内に穴２２３０を配置するという要件はない。
図２３Ａ～２３Ｃを再び参照して、図２３Ａの斜視図から始まり、基板４０６が穴２２３
０との歯２３１２の係合によって支持型２３１０と係合するように位置付けられているの
が示されている。図２３Ｂと２３Ｃの側面図に見られるように、支持型２３１０がその軸
を中心に回転するにつれて、または基板４０６が支持型２３１０のまわりに巻かれるにつ
れて、穴２２３０が歯２３１２と係合し、それは支持型２３１０に対抗して、あるいはそ
の上の適所に基板４０６を位置決めするのを助ける。最後に、全体の基板４０６が支持型
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０がはんだ２２１６、２２２６と係合するように基板自体が重なるまで、基板４０６が支
持型２３１０のまわりに巻かれているものとして図示されている。
基板部分を接合するためにストリップ２２１８、２２２０とはんだ２２１６、２２２６を
使用しない場合は、もちろん基板４０６を支持型２３１０の上で重ねる必要はない。更に
、支持型２３１０がアンテナ、放射器１０４Ａ～Ｄまたは基板４０６の全長に伸びるとい
う要件はない。一部のアプリケーションでは、アンテナの全部または一部が、型２３１０
の必要なしに自己支持型であってもよい。この特徴は、例えば特定の周波数での放射パタ
ーンに対する型２３１０の影響を最小にするために好都合である。
明確さと図示のしやすさのために、図２３Ａ～２３Ｃでは、基板４０６のみが示されてお
り、接地平面用の材料層、放射器、給電、給電ネットワーク等が示されていない。歯２３
１２の寸法と整合させるように穴２２３０のサイズを決める方法は当業者には明白であろ
う。
図２３に示すように、型２３１０はそこから突出する歯またはプロング（prongs）２３１
２を備えた、円筒形または他の所望の形状に形成される中実または中空の構造を使用して
構成することができる。この実施形態では、型２３１０は例えば、多くの音楽ボックスに
見い出される歯付ドラムの変形として考えることができる。この開示を読めば、当業者に
とって明白となるように、車軸／スポーク配列、車軸／スプロケット配列、または他の適
当な構成を含む型２３１０を提供するために、別の構造を実装できる。
プロング２３１２またはスポーク（spokes）のスペーシングは支持成分を中心にして対称
的でなくてもよいことが企図されていることに注意されたい。つまり、ローリングに際し
て一貫した大きな量の張力を付与し、また基板の縁が重なる場所で基板の位置決めをうま
く制御するためにある領域では小さな量の張力を付与するために、スペーシングが一部の
部分で大きくなってもよい。好ましくは、歯のスペーシングは、歯２３１２が特定量の張
力を付与して、基板４０６を適所に保持し、全体のアッセンブリをよりしっかりした構造
に作るように選ばれる。
穴２２３０と歯２３１２の使用は、配置と組立の自動化を通した、またアンテナレードー
ム（radome）内に装着することができる型上の基板の正確な配置または位置決めにおける
改良された製造能力を提供する。これはより正確な構造上の定義とアンテナアッセンブリ
の位置決めを可能にし、より正確な制御と、放射パターンに対するレードームの影響に対
する補償を可能にする。
金属ストリップ２２１８、はんだ材料２２１６、およびヴァイアス２２１０の配置につい
ての上述の説明は例として提供した。この説明を読めば、これらの成分を所望の構成に応
じて別の位置に置くことができることが当業者には明白となるであろう。例えば、右手ま
たは左手の円偏波を有するように、また形状の内側または外側のいずれかに放射器１０４
Ａ～Ｄを有するようにアンテナを巻くことができるように、これらの成分を位置決めする
ことができる。
ＶＩＩＩ．結論
本発明の様々な実施形態を説明してきたが、それらは例としてのみ提示されたものであっ
て、制限的なものではないことを理解すべきである。このように、本発明の幅と範囲は上
述の例示的な実施形態のいずれによっても制限されず、以下のクレームとその均等物に従
ってのみ限定されるべきものである。
好ましい実施形態の前述の説明は、当業者が本発明を使用できるように為されたものであ
る。発明を特にその好ましい実施形態を参照して図示し、説明してきたが、発明の精神お
よび範囲を逸脱することなく、形態および詳細の様々な変更が可能であることが当業者に
は理解されるであろう。
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